




































































































































































































































































































中華人民共和国憲法第 44 条 14，第 45 条 15，






































































































































































1959 年の中華人民共和国婚姻法第 13 条およ










1991 年 12 月 29 日に，「中華人民共和国養子
縁組法」が公布されて，中国の養子縁組制度が
整って，渉外養子縁組に確たる法的根拠が与






































































































































































約については，2000 年 11 月 30 日に，中華
人民共和国政府代表者が署名し，2005 年４月






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2001 年） 85 頁参照。
中川善之助 「『身分より契約へ』 の公式に対する
一管見」 『松波先生還暦祝賀論文集』 50 頁， 青

















義」 法学志林 36 号 100 頁参照。
ロスコ ・ ボンド （唐前宏訳） 『普通法の精神』 （法




shtml） 掲載， 2014 年 10 月 3 日訪問。
星野英一 『民法論集第９巻』 （有斐閣， 1999 年）
50 頁参照。
胡 ・ 前掲中国裁判所ホームページ掲載， 2014 年
10 月 3 日訪問。
パウル・ハインリッヒ・ノイハウス （桑田三郎訳） 「ヨー
ロッパ国際私法上新たな道は存在するか」 法学新
報 81 巻 9 号 144 頁参照。
田 ・前掲書 85 頁参照。
田 ・前掲書 93 頁以下参照。
田 ・前掲書 95 頁参照。
田 ・前掲書 95 頁以下参照。
田 ・前掲書 96 頁以下参照。
田 ・前掲書 96 頁以下参照。
憲法第 44 条は， 「国家は， 法律の定めるところに














憲法第 48 条は， 「中華人民共和国の婦人は，
政治， 経済， 文化， 社会， 家庭その他の各生活
分野で， 男子と平等の権利を享有する。」 と規定
する。








关系法律适用法 ・ 解释与分析』 （法律出版社，













































際私法の争点 （新版）』 40 頁以下参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 129 頁以下参照。
杜涛 『涉外民事关系法律适用法释评』 （法律出
版社， 2011 年） 213 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 129 頁以下参照。
斉湘泉 『涉外民事关系法律适用法・原理与精要』
（法律出版社， 2011 年） 220 頁参照。
斉 ・前掲書 219 頁以下参照。
斉 ・前掲書 232 頁参照。
斉 ・前掲書 232 頁以下参照。
斉 ・前掲書 233 頁， 杜 ・前掲書 219 頁参照。
斉 ・前掲書 233 頁参照。
斉 ・前掲書 233 頁以下参照。
斉 ・前掲書 234 頁参照。
杜 ・前掲書 220 頁参照。
斉 ・前掲書 234 頁参照。
杜 ・前掲書 220 頁参照。
斉 ・前掲書 233 頁参照。
杜 ・前掲書 222 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 160 頁参照。
斉 ・前掲書 238 頁参照。
斉＝前掲書 238 頁以下参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 161 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 170 頁以下参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 171 頁以下参照。
斉 ・前掲書 241 頁以下， 杜 ・前掲書 224 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 171 頁以下参照。
鳥居淳子 「法例 24 条２項の属地的後見」 『国際
私法の争点 （新版）』 191 頁参照。
斉 ・前掲書 319 頁以下参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 229 頁参照。
斉 ・前掲書 320 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 230 頁参照。
例えば， 木棚照一＝松岡博＝渡辺惺之 『国際私
法概論 （第 5 版）』 （有斐閣， 2007 年） 143 頁以
下 （松岡） 参照。
斉 ・前掲書 321 頁参照。
出口耕自 「国際私法と消費者・労働者の保護」 『国
際私法の争点 （新版）』 42 頁以下参照。
山田鐐一 「当事者自治の原則の現代化的意義」
『国際私法の争点 （新版）』 121 頁参照。
杜 ・前掲書 337 頁参照。
黄＝姜主編 ・ 前掲書 236 頁， 杜 ・ 前掲書 336 頁
参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 237 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 237 頁参照。
























杜 ・前掲書 338 頁以下参照。
杜 ・前掲書 339 頁参照。
斉 ・前掲書 346 頁参照。
斉 ・前掲書 346 頁参照。
斉 ・前掲書 346 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 251 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 251 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 251 頁参照。
斉 ・前掲書 347 頁参照。
杜 ・前掲書 375 頁参照。
杜 ・前掲書 375 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 257 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 257 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 257 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 257 頁参照。
黄＝姜主編 ・前掲書 258 頁参照。
斉 ・前掲書 351 頁参照。
斉 ・前掲書 351 頁参照。
黄＝姜主編 ・ 前掲書 257 頁， 杜 ・ 前掲書 377 頁
参照。
杜 ・前掲書 378 頁参照。
杜 ・前掲書 379 頁参照。
松岡博 『国際家族法の理論』 （大阪大学出版会，
2002 年） 70 頁参照。
笠原俊宏 「わが国際私法における利益衡量」 『東
洋 （東洋大学通信教育学部紀要）』 34 巻 3 号 27
頁以下参照。
（客員研究員 ・東洋大学非常勤講師）
